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1 ダムサイ トの危険性

ダムサイ トの危険性に関する個々の問題点について,原告 らは,原審において,

科学的根拠に基づく指摘を行つてきた。

原告 らの主張に一定の根拠が認められる場合,有効な反証がなされなければ,原

告 らの主張する事実が認定されるのが通常である。

それにもかかわらず,原審では,被告らが有効な反証をしているかとい う点につ

いて,何らの検討がなされていない。

原判決は,「国土交通省が調査を行つた」との事実から直ちにその調査が不十分

とはいえないとしてお り,事実評価に不備がある。

そもそも,原判決は,単に国土交通省が 「技術的な問題については対応可能とし

ている」という認定を行つただけで,実際に同省が技術的な問題について対応する

意思や能力を有 しているということまで認定 していない。

しかしながら,原判決は,その後の記載においても,あたかも同省が技術的な問

題について的確に対応することが可能であることを当然の前提 とするかのごとき

論旨を展開している。これは明らかに論理の飛躍であり,論理の不備である。

国土交通省が 「技術的に対応可能」と述べたからといつて,本当に技術的に対応

可能であることや実際に対応することについての保証は全 くない。奈良県の大滝ダ

ムでの湛水試験時′点での地すべ りの発生,同 じく,埼玉県の滝沢ダムでの同様な地

すべ りの発生などが示すように,国交省の地すべ りや岩盤の安全性に関しての知見

が極めて乏しいことは明白である。

国の 「安全である」,「問題がない」といつた言葉が,何らの裏付けのない空虚

な言葉であつたことは,福島第一原発の事故を見ても明らかである。ダム等の巨大

な人工物の安全性については,原判決のような他人任せの安易な判断が許 されない

ことは明らかである。



2 地すべりの危険性

原判決が国土交通省の見解をことごとく追認 して地すべ りの危険性について判断

していることの問題性については,ダムサイ トの危険性について上述 したところと

全 く同一である。

加えて,地すべ りの危険については,次のとお り,原審における審判の対象 とな

らなかつた極めて重大な事実が存する。

すなわち,第一審判決後の平成 22年 10月 から開始 された人ッ場ダム建設事業

の検証において,国土交通省が地すべ り対策を検討 し直 したことがそれである。

国土交通省は従来はコス ト縮減最優先で極力安上が りの対策で終わ らせていた

が,今回の検証では地すべ り問題への姿勢を変えて,全面見直しを行つた。その結

果,代替地安全対策も含めて,地すべ り対策で約 150億 円の増額が必要 となった。

このように,地すべ りの危険性についての国土交通省の認識は大きく変わり,人

ッ場ダムをつくれば,ダム貯水池周辺で地すべ りが多発する危険性を認め,大急ぎ

でその対策計画をつくつたのである。

この点で, これまでの原告・控訴人らの主張の正当性は裏付けられたところであ

り,地すべ りの危険性の訴訟上の論議・審議は,ほ とんど振 り出しから始めなけれ

ばならない状況になった。

しかし,人 ッ場ダムの検証で示された新 しい地すべ り対策が実施されたとしても,

貯水池周辺での地すべ りの危険性が解消されるわけではない。

当審において,控訴人らは,国の 「検討報告書」及びその元資料である「業務報

告書」について,地すべ り問題の専門家である坂巻幸雄氏に検討をお願いし,同人

から意見書をいただき,当審において証言もいただいた。

同証人は,研究者 として八ッ場ダム建設予定地周辺を 10回近く視察 してお り,

現地の地形,地層等の状況に精通 しているが,「業務報告書」の問題′点について明

確に証言された。

同証人について,被控訴人 らは,「鉱山等に関する地質調査が専門で,ダム建設

に関する経験はないようであり,その意見を受け入れることは困難である」とか ,

「相変わらず自ら考える疑問′点を地すべ りの危険因子 として取 り上げているものに

すぎず, しかも,技術的に解決可能な問題であつて」などと批判するだけで (被控

訴人らの準備書面 (12)),専 門家による否定的な意見に対 して真摯に取 り組む

姿勢が全くない (こ の′点は治水の大熊証人,関証人に対 しても同様である。)。 こ

のような姿勢は取りも直さず国の姿勢でもあるが,こ のような行政の姿勢が大滝ダ

ムや滝沢ダム,福島第一原発の悲劇を生んだのではないか。

御庁は,国土交通省が行 う机上の空論にも似た通 リー遍の検証を鵜呑みにするの

ではなく,坂巻証人 らのように,最高の学識を前提に,現地をつぶさに検証 した研

究者の知見に対 して真摯に向き合 うべきである。

上以


